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第１ 深谷市の概要 

 １ 深谷市の歴史 

 深谷市には、古くから人々が生活をしていた場所として、数多く

の遺跡があります。荒川右岸の江南台地上には、約１万３千年前の

後期旧石器時代の遺跡である白草遺跡があり、多数の細石刃や彫刻

刀形石器が出土しています。 

縄文時代になると、台地上に数多くの遺跡が出現し、土器を用い

て定住するようになります。縄文時代後期頃には、人々の居住地は

低地へと移っていきます。続く弥生時代は、妻沼低地に上敷免遺跡

や四十坂遺跡などの有名な遺跡があります。 

古墳時代になると、人口は増大し妻沼低地などを中心に多くの集

落が営まれます。また、数多くの古墳が造られ、木の本古墳群や白

山古墳群、小前田古墳群、黒田古墳群などの群集墳も造られます。

荒川右岸の鹿島古墳群は終末期の群集墳で、県指定史跡になってい

ます。 

奈良時代には、深谷市の東部は幡羅郡、西部は榛沢郡、南部は男

衾郡となります。市東部の幡羅遺跡は幡羅郡役所跡、市西部の熊野・

中宿遺跡は榛沢郡役所跡、市南部の百済木遺跡は豪族居宅であり男

衾郡の郡司クラスの居宅とみられます。埼玉県内には当時１５郡あ

りましたが、郡役所跡が確認されているのはこの２箇所だけで、古

代の北武蔵のみならず地方社会を考える上で非常に重要な地域です。 

 平安時代末から鎌倉時代には、畠山次郎重忠、岡部六弥太忠澄、

新開荒次郎実重、人見四郎光行などの武蔵武士が活躍しました。畠

山重忠は源平合戦の立役者で、鎌倉幕府の重臣として知られていま

す。当時の主要道である鎌倉街道上道の跡が旧川本町域から旧花園

町域に残っています。 

室町時代から戦国時代には、深谷の地は関東管領と古河公方の抗

争や、北条・上杉・武田氏の争いに巻き込まれていきます。深谷城

は、その渦中に深谷上杉氏によって造られた大規模な城です。平地

に造られた所謂平城ですが、自然の低湿地を利用した難攻不落の城

でした。江戸時代の初めに廃城となるまで、２百年以上にわたり深

谷の中心であり続けました。 

江戸時代には、深谷の地の多くは天領（幕府直轄領）となりまし

た。また、岡部には岡部藩があり、陣屋が構えられました。そして、
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深谷は中山道の宿場町として発展しました。深谷宿の町並み絵図な

どが残されており、当時の繁栄ぶりを知ることができます。また、

中瀬は、利根川の河岸場で、物資流通の拠点として深谷宿を凌ぐ程

の賑わいを見せました。江戸時代の中頃からは地場産業の窯業や養

蚕などが発展し、宿場には日を定めて市が立つようになりました。

深谷宿や中瀬河岸を中心に江戸の文化が広まり、七夕や八坂神社の

祭礼が行われ、村々では万作踊りや獅子舞が盛んになりました。 

 明治時代になると、文明開化の波に大きな影響を受けました。中

でも鉄道の開通は大きな出来事でした。上敷免には日本煉瓦株式会

社の工場が造られ、日本近代産業の発展に大きな貢献を果たしまし

た。この会社の設立に深く関わったのが、郷土の偉人渋沢栄一翁で

す。日本近代実業界の最高指導者と仰がれる渋沢栄一翁は、社会公

共事業にも大きな功績を挙げ、昭和６年（１９３１）になくなるま

で 、

生まれ故郷の血洗島を愛し続けました。渋沢栄一翁は、令和６年

（２０２４）７月に、新一万円札の肖像となりました。 

 その後、戦争や昭和の大合併、平成の大合併などを経て現在に至

ります。産業は、農業を始めとして商・工業などバランスのとれた

発展を見せています。 

 

 

 ２ 市制施行 

 市町村合併促進法（昭和２８年施行）に基づき、昭和３０年１月

１日、深谷町を中心として近隣４村（藤沢村、幡羅村、明戸村、大

寄村）を合併して全国で４６１番目、埼玉県下で１８番目の市制を

施行し、同年１０月１日、岡部町の一部（大字宿根、伊勢方）を、

昭和４８年４月１日、豊里村を編入し、県北市町村の核として整備

が進められてきました。 

 平成１８年１月１日深谷市、岡部町、川本町及び花園町が合併し

て新「深谷市」が誕生し、令和８年１月１日には、新市誕生２０周

年を迎えました。 
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３ 市の位置 

平成１８年１月１日、深谷市、岡部町、川本町、花園町がひとつ

になり誕生した新「深谷市」は、埼玉県北西部に位置し東京都心か

ら７０km 圏にあり、東は熊谷市に、南は嵐山町、寄居町に、西は美

里町、本庄市に、北は群馬県の伊勢崎市、太田市に接しています。

また、北部は利根川水系の低地で、南部は秩父山地から流れ出た荒

川が扇状台地を形成する平坦な地形となっています。 

 交通の面では、関越自動車道、国道１７号・同深谷バイパス・上

武国道、国道１４０号・同バイパス、国道２５４号などがあり、広

域間の基幹的役割を果たす道路として機能しています。また、地域

の玄関口として関越自動車道花園インターチェンジが設置されてい

るほか、嵐山小川、本庄児玉のインターチェンジと寄居スマートイ

ンターチェンジに近接しています。また、鉄道はＪＲ高崎線、秩父

鉄道の２路線において駅を有するとともに、上越・北陸新幹線及び

ＪＲ八高線が通過し、上越・北陸新幹線の熊谷駅、本庄早稲田駅に

も近接していることから、東京都心方面、上信越方面、秩父方面へ

の交通の要衝となっています。 

 

 

山梨県

深谷市
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４ 市勢 

 

第１次　

産業別 第２次　

人　口 第３次　

分類不能

区　　　分

市制施行

　64,532世帯

139,991人

28.3%

野菜・花卉

人口　　　　　　　　

世帯数　　　　　　

田園工業都市

面積　　　　　　　　

特筆する産業

7.3%

平成18年1月1日

61.2%

3.2%

138.37㎢
都市形態

 
５ 財政  令和８年度一般会計予算（当初） 単位:千円 

19,793,640 29.6%
２地方譲与税 658,020 1.0%
３利子割交付金 44,400 0.1%
４配当割交付金 228,200 0.3%
５株式等譲渡所得割交付金 158,700 0.2%

347,000 0.5%
７地方消費税交付金 4,211,900 6.3%
８ゴルフ場利用税交付金 51,500 0.1%
９環境性能割交付金 1 0.0%
10地方特例交付金 316,111 0.5%
11地方交付税 9,141,300 13.7%

18,882 0.0%
13分担金及び負担金 722,968 1.1%
14使用料及び手数料 333,443 0.5%
15国庫支出金 12,045,602 18.0%
16県支出金 5,152,014 7.7%
17財産収入 730,106 1.1%

942,090 1.4%

4,995,003 7.5%

800,000 1.2%

2,295,893 3.4%

3,940,000 5.9%

66,926,773 100.0%合　　　　　計
○構成比は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

21諸収入

22市債

18寄附金

19繰入金

20繰越金

金　額

６法人事業税交付金

12交通安全対策特別交付金

区　　　分 構成比（％）

１市税

 

人口・世帯数・面積は、令和８年３月１日現在 

産業別人口は、令和２年国勢調査 
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金　額 　　構成比（％）

１議会費 306,865 0.5%

目 ２総務費 5,891,861 8.8%
３民生費 28,528,051 42.6%

的 ４衛生費 4,881,423 7.3%
５労働費 83,170 0.1%

別 ６農林水産業費 1,032,086 1.5%
７商工費 3,586,504 5.4%

（ ８土木費 7,186,363 10.7%

款 ９消防費 3,316,375 5.0%
10教育費 8,519,161 12.7%

別 11公債費 3,524,914 5.3%
　
） 12予備費 70,000 0.1%

合　　　計 66,926,773 100.0%

区　　　分

 

 

１人件費 10,880,526 16.3%
２物件費 12,854,668 19.2%
３維持補修費 466,573 0.7%

性 ４扶助費 20,095,688 30.0%

５補助費等 5,178,026 7.7%
質 ６普通建設事業費 7,973,280 11.9%

７公債費 3,524,914 5.3%
別 ８積立金 474,034 0.7%

９投資及び出資金 10,000 0.0%

10貸付金 97,804 0.1%
11繰出金 5,301,260 7.9%
12予備費 70,000 0.1%

合　　　計 66,926,773 100.0%

区　　　分 金　額 構成比（％）

○構成比は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。
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６ 職員数           令和８年４月１日現在 

部    局    名 定 数 現員数 

市 長 部 局 ８１８ ６３８ 

公 営 企 業 部 局 ６６ ４４ 

議 会 事 務 局 ８ ６ 

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 ２ ２ 

監 査 委 員 事 務 局 ３ ２ 

公 平 委 員 会 事 務 局 ２ １ 

固定資産評価審査委員会事務局 １ １ 

農 業 委 員 会 事 務 局 １０ ９ 

教 育 委 員 会 １８４ １２１ 

消 防 本 部 ２５４ ２３２ 

大 里 広 域 市 町 村 圏 組 合  １６ 

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合   １ 

石 川 県 羽 咋 市  １ 

合   計 １,３４８ １,０７４ 
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第２ 議会の概要 

 １ 議員数  

    令和８年４月１日現在 

条例数 現員数 

２４人 ２３人 

            

  

 ２ 現議員の任期 

   自 令和５年 ５月 １日 

   至 令和９年 ４月３０日 

 

 ３ 議員構成  

                 令和８年４月１日現在 

党派別構成 公明党      ３人 

日本共産党      ２人 

れいわ新選組  １人 

無所属 １７人 

会派別構成 深谷同志会     １２人 

深和会      ２人 

公明党 ３人 

日本共産党      ２人 

元氣会 ２人 

無会派（小林ミルク）  １人 

無会派（れいわ新選組） １人 
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 ４ 年齢別構成           令和８年４月１日現在 

年 齢 人 数 

最年長 ８２歳 

最年少 ４５歳 

平 均 ６４歳 

４０歳～４９歳 ３人 

５０歳～５９歳 ７人 

６０歳～６９歳 ３人 

７０歳～７９歳 ８人 

８０歳～８９歳 ２人 

  

５ 当選回数別内訳  

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回 ７回 

８人 ４人 ４人 １人 ３人 ２人 １人 

 

６ 職業別内訳  

会社役員 ４人 政党役員 ２人 

農業 ３人 会社員 ４人 

自営業 ２人 市議会議員 ６人 

団体役員 １人 福祉施設経営 １人 

  

 ７ 常任委員会（任期２年）             人数は条例数 

総務委員会   ８人  企画財政部、総務部、協働推進部、渋沢栄一政

策推進部、市民生活部、秘書室、会計課、消防

本部、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、

固定資産評価審査委員会及び議会事務局の所

管に関する事項並びに他の委員会の所管に属

さない事項  

福祉文教委員会 ８人  福祉健康部、こども未来部及び教育委員会の所

管に関する事項  

産業建設委員会 ８人  産業振興部、環境水道部、都市整備部、農業委

員会の所管に関する事項  

 



9 

８ 議会運営委員会（任期２年） 

構 成 人 員  ８人  

選 出 方 法  各会派を代表する議員  

各会派の所属議員数の比率（按分）により割り当て選出  

委 員 の 改 選  各常任委員会委員の改選時に行う  

開 会 日  招集日の７日前（このほか随時開催）  

 

９ 議会費（令和８年度） 

   ３０６，８６５千円（構成比０．５％） 

 

10 議員報酬等                令和８年４月１日現在 

役 職 名 報 酬（月 額） 

議 長     ５０５,０００円 

副 議 長 ４４１,０００円 

委 員 長     ４３１,０００円 

議 員 ４１６,０００円 

           

11 期末手当         令和８年４月１日現在 

６月 １２月 合 計 備   考 

２３２．５ 

１００ 

２３２．５ 

１００ 

４６５ 

１００ 

加算率 ２０/１００ 

 

12 費用弁償 

旅       費 

（H18.1.1 施行） 

 日 当   ３，０００円 

 宿泊料  １５，０００円 

   ＊本会議及び委員会等出席の費用弁償は平成 20 年 4 月 1 日～廃止 

 

13 政務活動費 

  月額 ２５，０００円 
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14 議会の運営  

 ①発言の取扱いについて 

一 般 質 問 の 通 告  議会運営委員会開会日の午前１０時から土、日、

祝日を除く議会２日目の正午まで   

＊Ｈ２２年３月定例会～  

議 案 質 疑 の 通 告  通告制を規定しているが、  

現在は、その場で挙手により行っている。  
討 論 の 通 告  

一 般 質 問 の 回 数 制 限  なし   ＊H２２年３月定例会～  

一 般 質 問 の 時 間 制 限  ３０分以内（答弁時間を除く）  

＊H２２年３月定例会～   

 

 ②請願の取扱いについて 

   提出期限       開会日の３日（土・日・祝日を除く）前まで  

   審査方法       委員会に付託  

 

 ③予算・決算の審査方法（補正予算も含む） 

   当初予算：予算特別委員会に付託  

補正予算：各常任委員会に分割付託  

   決 算：決算特別委員会に付託  

 

 ④本会議運営について（標準例） 

   ・開会  

   ・議案説明（２日間）  

   ・議案質疑、委員会付託（２日間）  

   ・委員会審査 １日１委員会（３日間）  

   ・一般質問（３日間）  

   ・委員会報告、質疑、討論、採決  

   ・閉会  

 

 ⑤執行部の出席 

本会議  部長職以上  

常任委員会  副市長、教育長（福祉文教委員会）、秘書室長、企画財政

部長、総務部長、関係部長･次長･課長  
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15 令和７年度中の本会議開催状況  

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日） 

定例会・臨時会 会期日数 会議日数 

 第２回定例会（６月）  １９日 ６日 

 第３回定例会（９月）  ２５日 ６日 

 第４回定例会（１１・１２月） ２２日 ６日 

第１回臨時会（１２月）  １日 １日 

令和８年 第１回定例会（２・３月）  ２６日 ６日 

合   計 ９３日 ２５日 

 

16 議会事務局の組織  

   定  数  ８ 人   

   現 員 数  ６ 人（男５人、女１人） 

 

                   調査係長（１） 主査（１） 

                        

局長    次長    局長補佐 

（１）     （１）       兼議事係長       

              （１）   （議事係長）  主任（１） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

           


